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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第72期中 第73期中 第72期

会計期間
自　2023年１月１日
至　2023年６月30日

自　2024年１月１日
至　2024年６月30日

自　2023年１月１日
至　2023年12月31日

売上高 （千円） 45,858,564 44,775,073 92,156,380

経常利益 （千円） 3,535,982 2,826,391 6,015,262

親会社株主に帰属する中間

（当期）純利益
（千円） 2,356,055 1,884,400 4,014,971

中間包括利益又は包括利益 （千円） 2,876,057 2,506,585 4,762,567

純資産額 （千円） 28,120,082 31,194,071 29,451,331

総資産額 （千円） 64,757,666 70,371,315 67,788,932

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 212.24 169.71 361.65

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 43.4 44.3 43.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △1,846,972 4,823,591 315,752

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △353,175 △175,329 △627,236

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △725,714 △807,222 △1,501,565

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 10,156,698 15,335,688 11,224,631

　（注）１．当社は、中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用や所得環境の改善に加えインバウンド需要の拡大等により、緩

やかに回復しました。また、企業の生産活動は、資源や原材料価格の高止まりの影響を受けながらも堅調に推移し

ました。

世界経済につきましては、米国では雇用回復を背景として個人消費を中心に底堅く推移する一方、中国では不動

産市場の低迷や個人消費の落ち込み等により厳しい状況が続きました。また、ウクライナ情勢の長期化、中東情勢

の緊迫化、資源や原材料価格の高止まりに加え、各国の金融引き締め等に伴う景気後退懸念により、先行き不透明

な状況が続きました。

当社グループの属しておりますエレクトロニクス業界につきましては、EVやAI、IoT分野に関連する設備投資の

需要は中長期的には大きいものの、直近においては中国市場の低迷や在庫調整による需要の減少に伴い、電子部品

や製造設備の生産活動は低調に推移しました。

このような状況下、当社グループは、「第11次中期経営計画（2024年～2026年）」の基本方針に基づき、オリジ

ナル製品の拡販や海外事業の拡大、新たな収益基盤となる新規ビジネスの創出に取組みました。

この結果、当社グループの当中間連結会計期間の売上高は44,775百万円（前年同期比2.4％減）、営業利益は

2,660百万円（前年同期比23.5％減）、経常利益は2,826百万円（前年同期比20.1％減）、親会社株主に帰属する中

間純利益は1,884百万円（前年同期比20.0％減）となりました。

 

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

 

国内販売事業

当セグメントにつきましては、製造装置では、半導体材料の生産向け「半導体・フラットパネルディスプレイ製

造装置」、通信用デバイスやLDプロジェクターの生産向け「電子部品製造装置」の販売が増加しました。電子機器

及び部品では、「情報システム」のコミュニケーションシステムや「電源機器」の販売が増加しましたが、半導体

製造設備や産業用機械の生産向け「電子部品＆アセンブリ商品」のコネクタや「半導体」のアナログIC、「画像関

連機器・部品」のカメラ・画像処理装置の販売が減少しました。これらの要因により、売上、利益共に前年同期の

実績を下回りました。

この結果、当セグメントの売上高は33,322百万円（前年同期比5.7％減）となり、セグメント利益（営業利益）

は2,021百万円（前年同期比23.9％減）となりました。

 

国内製造事業

当セグメントにつきましては、電子機器及び部品を手掛ける部品事業部門では、特殊コネクタの販売が減少しま

した。製造装置を手掛ける装置事業部門では、通信用デバイス向け加工機や検査装置の販売が減少しました。これ

らの要因により、売上、利益共に前年同期の実績を下回りました。

この結果、セグメント間の内部売上高を含めた当セグメントの総売上高は5,252百万円（前年同期比5.1％減）と

なりました。外部顧客への売上高は1,735百万円（前年同期比6.6％減）となり、セグメント利益（営業利益）は

218百万円（前年同期比58.9％減）となりました。

 

海外事業

当セグメントにつきましては、製造装置では、前年同期に好調であった中国市場において設備投資が一段落し

「半導体・フラットパネルディスプレイ製造装置」、「電子部品製造装置」の販売が減少しましたが、電子機器及

び部品では、米国市場で「電子部品＆アセンブリ商品」、「画像関連機器・部品」、中国市場で「画像関連機器・

部品」の販売が増加しました。これらの要因により、売上、利益共に前年同期の実績を上回りました。

この結果、当セグメントの売上高は9,716百万円（前年同期比12.3％増）となり、セグメント利益（営業利益）

は497百万円（前年同期比50.1％増）となりました。
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②財政状態の状況

（資産）

当中間連結会計期間末における流動資産は62,444百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,339百万円の増加と

なりました。これは主に受取手形、売掛金及び契約資産が1,664百万円減少したものの、現金及び預金が4,111百万

円増加したことによるものであります。固定資産は7,927百万円となり、前連結会計年度末に比べ242百万円の増加

となりました。これは主に投資その他の資産が266百万円増加したことによるものであります。

この結果、総資産は70,371百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,582百万円の増加となりました。

（負債）

当中間連結会計期間末における流動負債は35,405百万円となり、前連結会計年度末に比べ755百万円の増加とな

りました。これは主に電子記録債務が2,572百万円減少したものの、契約負債が4,124百万円増加したことによるも

のであります。固定負債は3,771百万円となり、前連結会計年度末に比べ84百万円の増加となりました。

この結果、負債合計は39,177百万円となり、前連結会計年度末に比べ839百万円の増加となりました。

（純資産）

当中間連結会計期間末における純資産合計は31,194百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,742百万円の増加

となりました。これは主に剰余金の配当により777百万円減少したものの、親会社株主に帰属する中間純利益によ

り1,884百万円増加したことによるものであります。

この結果、自己資本比率は44.3％となり、前連結会計年度末との比較で0.9ポイントの上昇となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）の残高は、前連結会計年度末

と比較して4,111百万円増加し、15,335百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、資金は4,823百万円の増加（前年同期は1,846百万円の減少）となりました。主な増加要因は、

税金等調整前中間純利益2,826百万円、売上債権及び契約資産の減少額1,718百万円、棚卸資産の減少額1,445百万

円、契約負債の増加額4,067百万円であり、主な減少要因は、仕入債務の減少額2,783百万円、法人税等の支払額

1,186百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、資金は175百万円の減少（前年同期は353百万円の減少）となりました。主な減少要因は、有形

固定資産の取得による支出110百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、資金は807百万円の減少（前年同期は725百万円の減少）となりました。主な減少要因は、配当

金の支払額777百万円であります。

 

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4) 経営方針・経営戦略、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略、優先的に対処すべき事業上及び

財務上の課題等について重要な変更はありません。

 

(5) 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当中間連結会計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針につい

て重要な変更はありません。

 

(6) 研究開発活動

当中間連結会計期間における当社グループの研究開発費は91百万円であり、研究開発活動の状況に重要な変更は

ありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2024年６月30日）

提出日現在発行数（株）
(2024年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,155,979 11,155,979
東京証券取引所

プライム市場

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株でありま

す。

計 11,155,979 11,155,979 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2024年１月１日～

2024年６月30日
－ 11,155,979 － 2,200,708 － 2,482,896
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（５）【大株主の状況】

  2024年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己

株式を除く。）の

総数に対する所有

株式数の割合

（％）

日本マスタートラスト

信託銀行株式会社（信託口）
東京都港区赤坂一丁目８番１号 1,117 10.05

公益財団法人ダイトロン福祉財団 滋賀県栗東市伊勢落字野神689番地１ 1,000 9.00

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番12号 483 4.35

大森　康行 東京都品川区 400 3.60

株式会社みずほ銀行

（常任代理人　株式会社

日本カストディ銀行）

東京都千代田区大手町一丁目５番５号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
399 3.59

ダイトロン従業員持株会 大阪市淀川区宮原四丁目６番11号 380 3.42

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 363 3.26

光通信株式会社 東京都豊島区西池袋一丁目４番10号 280 2.52

吉田　知広 大阪市淀川区 189 1.70

ダイトロン取引先持株会 大阪市淀川区宮原四丁目６番11号 188 1.69

計 － 4,800 43.23

　（注）１．上記信託銀行の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

　　　　　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　　　　　　　　502千株

株式会社日本カストディ銀行（信託口）　　　　　　　　　　　　　　　376千株

２．2021年８月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、三井住友信託銀行株式会社及びそ

の共同保有者２社が2021年８月13日現在で以下の株式を保有している旨が記載されておりますが、当社とし

て2024年６月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」は株主名簿

上の所有株式数に基づき記載しております。

なお、大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 171 1.53

三井住友トラスト・アセットマネジ

メント株式会社
東京都港区芝公園一丁目１番１号  270 2.43

日興アセットマネジメント株式会社 東京都港区赤坂九丁目７番１号  119 1.07

計 － 561 5.03
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－
権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株式普通株式 49,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,094,500 110,945 同上

単元未満株式 普通株式 12,079 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  11,155,979 － －

総株主の議決権  － 110,945 －

　（注）上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が900株含まれております。

　　　　また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数９個が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

（自己保有株式）

ダイトロン株式会社

大阪市淀川区宮原四丁目

６番11号
49,400 － 49,400 0.44

計 － 49,400 － 49,400 0.44

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」といいます。）に基づいて作成しております。

また、当社は、連結財務諸表規則第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年１月１日から2024年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当中間連結会計期間
(2024年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,244,631 15,355,688

受取手形、売掛金及び契約資産 ※１ 18,433,020 ※１ 16,768,826

電子記録債権 ※１ 9,966,149 ※１ 9,871,484

商品及び製品 9,270,825 7,784,044

仕掛品 3,565,409 3,971,853

原材料 919,882 817,713

前渡金 6,541,790 7,472,360

その他 164,531 404,779

貸倒引当金 △1,801 △2,747

流動資産合計 60,104,440 62,444,003

固定資産   

有形固定資産 4,529,211 4,498,346

無形固定資産 426,791 433,847

投資その他の資産   

その他 2,738,353 3,004,871

貸倒引当金 △9,863 △9,753

投資その他の資産合計 2,728,489 2,995,118

固定資産合計 7,684,492 7,927,311

資産合計 67,788,932 70,371,315

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 9,360,989 9,292,002

電子記録債務 11,866,058 9,293,846

短期借入金 439,187 502,800

未払法人税等 1,156,026 970,588

賞与引当金 136,218 144,597

その他の引当金 44,156 57,658

契約負債 9,556,601 13,680,717

その他 2,091,259 1,463,627

流動負債合計 34,650,497 35,405,839

固定負債   

退職給付に係る負債 3,375,715 3,476,431

資産除去債務 51,690 52,115

その他 259,697 242,857

固定負債合計 3,687,103 3,771,404

負債合計 38,337,601 39,177,244

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,200,708 2,200,708

資本剰余金 2,575,877 2,585,554

利益剰余金 23,119,455 24,226,641

自己株式 △39,781 △37,176

株主資本合計 27,856,259 28,975,728

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 873,109 1,051,232

為替換算調整勘定 528,103 973,681

退職給付に係る調整累計額 171,463 174,468

その他の包括利益累計額合計 1,572,676 2,199,381

非支配株主持分 22,395 18,961

純資産合計 29,451,331 31,194,071

負債純資産合計 67,788,932 70,371,315
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

【中間連結会計期間】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

売上高 45,858,564 44,775,073

売上原価 36,542,195 36,074,277

売上総利益 9,316,368 8,700,796

販売費及び一般管理費 ※ 5,840,654 ※ 6,040,252

営業利益 3,475,713 2,660,543

営業外収益   

受取利息 2,666 3,214

受取配当金 19,177 17,106

仕入割引 9,175 1,130

補助金収入 25,759 455

為替差益 － 152,638

雑収入 27,643 14,090

営業外収益合計 84,421 188,636

営業外費用   

支払利息 16,665 18,224

手形売却損 438 2,555

為替差損 5,064 －

雑損失 1,985 2,008

営業外費用合計 24,152 22,787

経常利益 3,535,982 2,826,391

特別利益   

固定資産売却益 1,596 42

特別利益合計 1,596 42

特別損失   

固定資産除売却損 476 0

特別損失合計 476 0

税金等調整前中間純利益 3,537,102 2,826,434

法人税、住民税及び事業税 1,222,104 1,003,200

法人税等調整額 △57,843 △56,645

法人税等合計 1,164,260 946,554

中間純利益 2,372,841 1,879,880

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に

帰属する中間純損失（△）
16,785 △4,520

親会社株主に帰属する中間純利益 2,356,055 1,884,400

 

EDINET提出書類

ダイトロン株式会社(E02898)

半期報告書

10/20



【中間連結包括利益計算書】

【中間連結会計期間】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

中間純利益 2,372,841 1,879,880

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 269,430 178,122

繰延ヘッジ損益 9 －

為替換算調整勘定 218,246 445,577

退職給付に係る調整額 15,529 3,005

その他の包括利益合計 503,216 626,705

中間包括利益 2,876,057 2,506,585

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 2,858,414 2,510,019

非支配株主に係る中間包括利益 17,643 △3,434
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 3,537,102 2,826,434

減価償却費 178,937 221,577

受取利息及び受取配当金 △21,843 △20,321

支払利息 16,665 18,224

固定資産除売却損益（△は益） △1,119 △42

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △1,311,975 1,718,836

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,232,157 1,445,677

前渡金の増減額（△は増加） △1,072,165 △926,688

仕入債務の増減額（△は減少） △1,905,488 △2,783,145

契約負債の増減額（△は減少） 1,231,757 4,067,640

引当金の増減額（△は減少） 14,977 13,708

その他 △58,006 △574,229

小計 △623,316 6,007,671

利息及び配当金の受取額 21,843 20,321

利息の支払額 △10,592 △18,388

法人税等の支払額 △1,234,906 △1,186,013

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,846,972 4,823,591

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △284,554 △110,748

有形固定資産の売却による収入 2,574 109

投資有価証券の取得による支出 △12,501 △12,789

その他 △58,694 △51,900

投資活動によるキャッシュ・フロー △353,175 △175,329

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 69,065 8,716

配当金の支払額 △777,021 △777,408

その他 △17,758 △38,530

財務活動によるキャッシュ・フロー △725,714 △807,222

現金及び現金同等物に係る換算差額 199,565 270,017

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,726,298 4,111,057

現金及び現金同等物の期首残高 12,882,996 11,224,631

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 10,156,698 ※ 15,335,688
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

当中間連結会計期間より、ダイトロン(ベトナム)CO.,LTD.は新たに設立したため、連結の範囲に含めておりま

す。

 

（中間連結貸借対照表関係）

　※１　中間連結会計期間末日満期手形等

　中間連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

中間連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の中間連結会計期間末日満期手形等が中間連結会計期間末

日残高に含まれております。

 
前連結会計年度
（2023年12月31日）

当中間連結会計期間
（2024年６月30日）

受取手形 157,053千円 30,173千円

電子記録債権 339,917 426,730

 

　２　譲渡済電子記録債権支払留保額

 
前連結会計年度
（2023年12月31日）

当中間連結会計期間
（2024年６月30日）

譲渡済電子記録債権支払留保額 37,473千円 265,702千円

電子記録債権流動化による譲渡高 182,671 1,217,878

（注）譲渡済電子記録債権支払留保額は、債権流動化による電子記録債権の譲渡高のうち遡及義務として支払留保されて

いるものであります。

 

　３　貸出コミットメント契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と貸出コミットメント契約を締結しております。これら

契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2023年12月31日）

当中間連結会計期間
（2024年６月30日）

貸出コミットメントの総額 4,000,000千円 4,000,000千円

借入実行残高 － －

差引額 4,000,000 4,000,000

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年１月１日
　　至 2023年６月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年１月１日
　　至 2024年６月30日）

給料及び賞与 3,007,088千円 3,060,407千円

退職給付費用 167,880 150,380

賞与引当金繰入額 122,141 127,873

役員賞与引当金繰入額 27,720 23,400

貸倒引当金繰入額 3,690 881

製品保証引当金繰入額 △14,138 △9,898
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

 
前中間連結会計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

現金及び預金勘定 10,176,698千円 15,355,688千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △20,000 △20,000

現金及び現金同等物 10,156,698 15,335,688

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年１月１日　至　2023年６月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年３月30日

定時株主総会
普通株式 777,038 70 2022年12月31日 2023年３月31日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年８月３日

取締役会
普通株式 555,154 50 2023年６月30日 2023年９月８日 利益剰余金

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年３月28日

定時株主総会
普通株式 777,214 70 2023年12月31日 2024年３月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年８月１日

取締役会
普通株式 610,859 55 2024年６月30日 2024年９月６日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年１月１日　至　2023年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）２

 国内販売事業 国内製造事業 海外事業 計

売上高       

電子機器及び部品 30,456,433 1,840,844 3,632,432 35,929,711 － 35,929,711

製造装置 4,889,743 18,221 5,020,887 9,928,852 － 9,928,852

顧客との契約から生

じる収益
35,346,176 1,859,066 8,653,320 45,858,564 － 45,858,564

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 35,346,176 1,859,066 8,653,320 45,858,564 － 45,858,564

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,423,853 3,678,096 142,121 5,244,071 △5,244,071 －

計 36,770,030 5,537,162 8,795,441 51,102,635 △5,244,071 45,858,564

セグメント利益 2,657,320 533,200 331,346 3,521,866 △46,152 3,475,713

（注）１．セグメント利益の調整額△46,152千円には、セグメント間取引消去△1,709千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△44,443千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販

売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）２

 国内販売事業 国内製造事業 海外事業 計

売上高       

電子機器及び部品 26,836,138 1,723,650 5,522,812 34,082,602 － 34,082,602

製造装置 6,486,274 12,066 4,194,130 10,692,471 － 10,692,471

顧客との契約から生

じる収益
33,322,412 1,735,717 9,716,943 44,775,073 － 44,775,073

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 33,322,412 1,735,717 9,716,943 44,775,073 － 44,775,073

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,279,031 3,516,296 122,859 4,918,187 △4,918,187 －

計 34,601,444 5,252,013 9,839,803 49,693,261 △4,918,187 44,775,073

セグメント利益 2,021,244 218,915 497,265 2,737,425 △76,881 2,660,543

（注）１．セグメント利益の調整額△76,881千円には、セグメント間取引消去△7,566千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△69,315千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販

売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

１株当たり中間純利益 212円24銭 169円71銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 2,356,055 1,884,400

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益（千円）
2,356,055 1,884,400

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,100 11,103

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

2024年８月１日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

配当金の総額 610,859千円

１株当たりの金額 55円

支払請求の効力発生日及び支払開始日 2024年９月６日

(注）2024年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  
 

   2024年８月２日

 

ダイトロン株式会社

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 大阪事務所  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙﨑　充弘

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 福井　さわ子

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイトロン株式

会社の2024年１月１日から2024年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年１月１日から2024年６月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、ダイトロン株式会社及び連結子会社の2024年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

ダイトロン株式会社(E02898)

半期報告書

20/20


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１中間連結財務諸表
	（１）中間連結貸借対照表
	（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書
	中間連結損益計算書
	中間連結会計期間
	中間連結包括利益計算書
	中間連結会計期間

	（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

